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推進  

頗がん治療において特に重要な個別化医療を推進するための効果・安全性   

予測因子、予後予測因子の研究振興を図る  

功公的支援による医師主導臨床試験の活性化と研究成果の企業による承   

認申請への活用  

詞 医師主導臨床試験の基準の整備による試験品質の保証と医師等の負担   

の軽減  

澗 臨床試験の国による萱録・承認制度  

因公的支援による実施拠点等の整備（人的体制、手続きの簡素化等）とネッ   
トワーク化の推進   

・今後増加する国際共同臨床試験のためにも国内基盤整備腋必須   
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・承認亭主の充実  剤開発におl   ll．抗が  

Ⅵ治験相談に隙し開発ストラテジー（羊剤／併用、がん種、治療段階、適応   
拡大）に関する適切な対応の強化  

「ヨ審査のスピードアップのための体制整備  

1）審査要員の増長による体制強化  

2）優先亭主の対象の拡大（適応拡大、剤形追加への適用）  

3）アジア治験結果の活用  

Ⅵ奉遷基準のグローバル化と透明化  

1）日米欧当局間での協議を通じた審査基準の共通化の推進  

2）抗悪性腫瘍薬開発フォーラム、医薬品開発フォーラム等の産官学  

による開発手法等に関する科学的検討成果の亭主基準への反映  

3）治験相談、承認春童における一般共通事項の提示（欧米における  
コンセプトペーパー等）  
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「がん対策について」  

治験コーディネーター関連団体の立場からの意見  

CRCなど、臨床試験専門職の立場から  

みたがん対策の問題点  

頂がんの治療開発における臨床試験の重要性   

□併用療法、集学的治療開発は研究者主導臨床試験   

u cRCなど、臨床試験専門職の必要性と役割   

同臨床試験専門職が抱える問題点   

□雇用・処遇問題   

□医療機関所属CRCと派遣CRC   

戚臨床試験専門職に対する継続教育の必要性   
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っ「がん対策について」  

治験コーディネーター関連団体の立場からの意見  

がんの治療開発における  

臨床試験の重要性  
和 がん領域では、標準治療の開発に臨床試験が必須  

。がん治療の中心は手術、併用療法、集学的治療   
□ 製薬企業は抗がん剤の単剤の治験が中心   

u 手術、併用療法、共学的治♯の開発の担い手は研究者  

騨 がんの臨床試験は綿密な計画のもと実施   
u 正しい積果を導くように、複雑なプロトコールを遵守して臨床試験を行う  

ことは、医師だけの努力では難しい  

。高度な知贅と経験を有するCRCなどの臨床試験書門犠との協働体制  
が必要  

欄 CRCが関与する研究者主導臨床試験は少数   

□企業モニターの関与がある治験よりも、研究者主導臨床棚にはCRC  
の関与が暮雲  

臨床試験専門職が抱える問題点  
■ 雇用・処遇問題   

口 非常勤  
．フルタイム勤務ながら、非常勤雇用。勤務時間制限あり、処遇が悪い  
．研修や学会参加の機会がない／少ない   

□ 常勤  

．医療職に依存した定員枠、2つの指揮系統下、他部署との兼務  
．臨床試験関連部署以外への異動（専門職の経験が活かせない〉  

□常勤1用枠の確軋臨床棚書円♯としてのポスト化  

Jb 医療機関所属CRCと派遣CRCの問題   
u 所属に依存した業務範眉の差異が両者のひずみとなっている  

．被験者スクリーニング、医療行為、医療機関内他部署との調整業務  
日 医■欄川耶折■（中でも頼勤）スタッフの方がマネージメントカを弗蓼  

準治療を提供するためには、医師とe戻eなどの臨床試験専門職との協働体制  
が必要不可欠。  
CRC不足の原因の一端は不安定な身分と雇用条件にあると考えられるため、 めは 
優秀な人材の確保のたに、雇用の安定化と処遇の改善が急務。  

優秀な人材に対する継続教育が重要。   巽の高い塩床試験を行うためには、  

SoCRA日本支部 山下紀子  
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日本のがん検診の問題点  

日本対がん協会  

第3回がん対策の推進に関する意見交換会  

06年12月20日  

【実施状況】  

● 全国46道府県の支部のうち41支部で実施   

（東京、神奈川、静岡、岐阜、奈良、大阪を除く）   

● 全国の住民検診に占める割合（2004年）  

市町村数  実施率（％）   

◇ 胃がん  1914  77  

◇ 子宮頸がん   1917  

◇ 子宮体がん  721  

◇ 乳がん  1679  

◇ 肺がん  1630  

◇ 大腸がん  1400  
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● これまでの実績（1960年から2004年）   

◇ 累計受診者  2億3913万8874人   

◇ 発見がん数   25万2456人   

● 受診率   

◇1998年から2004年までの受診率の推移  

98年   99年   00年   01年   02年   03年   04年   

胃がん   13．23   13．05   13．0   12．9   13．0   13．3   12．9   

肺がん   21．95   22．33   22．6   22．8   22．8   23．7   23．2   

子宮がん   14．0   13．68   13．8   14．6   14．6   15．3   13．6   

乳がん   11．75   11．66   11．7   12．3   12．4   12．9   ‖．3   

大腸がん   14．82   15．30   15．8   16．5   17．1   18．1   17．9  

（％）  

健康ネット 全国市町村別健康マップ（編集 厚生労働省老健局）  

厚生労働省ホームページ地域保健・老人保健事業報告の概況（厚生労働省統計情報部）  

【問題点】   

低すぎる受診率と精度管理の軽視が最大の問題   

● 日本対がん協会の受診率向上への取り組み   

◇ 休日、夜間検診   

◇ 冬季、シニア割引   

◇ 新聞、ラジオ、テレビ広告   

◇ チラシ、リーフレット、ポスター   

◇ 講演会、シンポジウム開催等々  
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● 受診率低調の原因   

◇ がん検診費用の一般財源化（1998年）と自治体の財政難  

・検診費用の個人負担分の増額。  
・実施主体である市町村が積極的に広報活動や受診勧奨をしない。  
・従来行ってきた未受診者への勧奨を中止。  

・介護保険事業拡大により保健師不足が加速、がん検診推進の弱体化。  
・行政指導型から自己責任型検診への転換ができていない。   

◇ 検診にインセンティブが働いていない  

・受診者に検診を受けるメリットが明確でない。  
・実施主体である市町村にも受診者増によるプラスアルファがない。   

● 精度管理の軽視   

◇ がん検診事業への競争入札導入で価格競争が激化、一定の精度を保つには  
無理と思われる価格で落札するケース目立つ。   

◇ 対応窓口が保健衛生部門から財務部門に代わり、精度管理の重要性に対す  
る認識が希薄。   

◇ 平成の大合併により、低水準の検診が拡大。悪貨が良貨を駆逐する現象が  

続出した。   

◇ 事業評価が機能し七いない。市町村は入札にあたり、検診の質にかかわら  
ず、最低の価格で落札されることを防ぐため、仕様書に委託基準を明確に  
示すことになっているが、ほとんど実行されていない。   

◇ このほか事業評価では、都道府県は精度管理上、適切でない検診機関を検  

診実施機関と認めない 措置を講じることや、各自治体の成人病検診管理指  
導協議会の検討結果を積極的に公表するよう求められているが、こうした  
措置がほとんどとられておらず、事業評価の効果が出ていない。   

◇ この結果、国民の健康を守るがん検診が由々しき事態となっている調査結  

果も出ている。1987年から2003年にかけて行われた福岡県の胃がん検診  

で、検診機関によって、がん発見率に4倍の差があるという調査結果が発  

表された（2005年12月5日、朝日新聞）。Ⅹ線撮影技術や、精検受診率が高い  

検診機関ほど、発見率が高く、受託価格も高くなることがわかった。しか  
し、3割近くの市町村が価格の安い検診機関に委託先を変えていた。つま  

り、精度管理に問題があるにもかかわらず、低価格検診への鞍替えが進ん  
でいるという実態が明らかになった。   

【提言・要望】  

● 受診率向上を国の政策として位置づけ、インセンティブのある検診制度の構築。  

● 検診の質の向上のために、事業評価の実効性が確保されるよう、国が本来の役   
割を果たすのはもちろん、県、市町村がそれぞれの役割をきちんと果たすよう   
強力に指導する。  
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がん対策意見交換会資料  

2006／12／20厚生労働省講堂  

わが国のがん対策への要望  

一地域がん登録全国協議会の立場から－  

1．第3次対がん総合戦略のキャッチフレーズ「がんの雁患と死亡の激減を目指して」の実現に  

向けて、より有効ながん対策推進基本計画ならびに都道府県がん対策推進計を策定・見直し  

するために、がんの実態（雁患数・率と生存率）を把握する仕組みが不可欠です。  

2．「健康増進法」や「がん対策基本法」では「がんの実態把握」が条文化されています。また、  

第3次対がん総合戦略の分野7においては“がんの実態把握とがん情報・診断技術の発信・  

普及”にむけて、「地域がん登録」と「院内がん登録」の標準化と体制整備に関する研究が実  

施されているところです。  

3．「地域がん登録」は、がんの篠患数・率を計測しうる唯一の仕組みであり、わが国では、昭  

和30年代に宮城県で開始され、その後、大阪府、千葉県、愛知県と広がり、現在では32道  

府県1市で行われています。しかし、測定されるがん羅患数・率の精度や信頼性を考えた場  

合、国際的な基準をクリヤーしているのは一部の登録に過ぎません。  

4．その要因の1つとして、医療機関から「地域がん登録」への届出に法的な裏付けはなく、医  

師や医療施設の篤志で行われていることがあげられます。地方公共団体の一部においては個  

人情報保護条例の縛りで届出を困難にしている事例も生じてきています。  

5．一方、がん医療の均てん化推進のためにがん診療連携拠点病院が認定されつつあり、その認  

定要件の1つに「院内がん登録」の実施が挙げられています。しかし、多忙な臨床医に負担  

を強いる形では、適正な院内がん登録の実施は困難と思われます。米国では、がん専門施設  

の認定条件として、がん登録に関する専門資格を持ったCerti丘edtumorregistrar（CTR）に  

よる院内がん登録の実施が義務付けられています。  

6．「院内がん登録」や「地域がん登録」を十分に機能させるためには、わが国においても、が  

んの登録作業を専門とする職員、腫瘍登録士（仮称）を早急に養成し、適正に配置すること  

が望まれるところです（添付下図参照）。  

7．また、「地域がん登録」ならびに「院内がん登録」における個人情報の管理には、ガイドライ  

ンを定め、その徹底をはかってきたところではありますが、それをさらに強固なものとする  

ために、第3者評価の仕組みや、がん登録に従事する職員に対する教育・研修などの措置が  

大きな役割を果たすものと思われます。  

8．以上をまとめますと、がん罷患数・率ならびに生存率等の適正な数値を把握するためには、  

がん診療連携拠点病院を中心としたがん診療施設の「院内がん登録」や「地域がん登録」を  

充実させる具体的な方法として“腫瘍登録士（仮称）を養成するシステムの構築の必要性”  

をがん対策基本計画の中で示していただきと願っています。また、「院内がん登録」や病院か  

ら「地域がん登録」へのがん情報の届出に関しましては、諸外国における法的支援を参考に  

して、届出がスムーズになされるような具体的対策を示していただくとともに、両がん登録  

における個人情報の保護を徹底するための措置を強く望んでいます  

（文責：地域がん登録全国協議会理事長、岡本直幸）  
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栃木県立がんセンターの診療概要  

・1986年9月1日開院、紹介予約制  

・324床（9ケ病棟）：病床利用率83．7％、平均在院日数21．6日  

（緩和ケア病棟を除く）  

・院内がん登録（開院時より実施、2006年より外来患者登録開始）   

〈診療の基本方針〉  
・臓器別診療グループ制く例：肺がんグループ、胃がんグループ、など）  
・多部門（画像診断、外科、放射線治療、化学療法、病理等）、   
多書積（医師、看護師、薬剤師、臆床放射線技師、臨床検査技師、管理栄兼士、   
保健師）連携のチーム医療  

・早期から錨末期まで（仙叩から問帽）の一書した診療体制  

・認定看護師（WOC、がん性痩痛看韻、ホスピスケア、がん化学療法看護、   
乳がん看護等）をはじめとするがん専門コメディカルの積捷的任用  

・瞳床試験、治験の推進（海床研究手套委員会、臨床試験管理主体制）  

栃木県立がんセンターの診療の実績  

く2005年度の診療成績〉  

・外来患者数97．732人（内初診患者5．037人）、1日平均400．5人、  

紹介率 90％  

・退院患者数3．933人、うちがん患者数3．776人（96．0％）  

A．検査部門  
1雷像鯵断：官僚診断飾（xは鯵断、内視鏡検査、趨書漉挨壬）  

x鰻検査れ503件、CT検量，．451件、MR検圭1′82，件．内視鏡検壬5．3刃件、趨書波檎壬5．99一件、  
接匿竿検査1．273件  

2 臨床検査部∩：血床桟量＃、検体検査17ヰ．棚7件、■理・細胞鯵9．】33件、生理捜壬10．聞1件   

臥治療部門  
1外科治療：湘ヒさ外臥乳腺外科、呼吸揚外科．謂鼠科、書軟龍正中科、泌床欝科、婦人科  

麻酔件数1．ヰ71件、悪性血書事＃件数1．娼0件  
2 化学■法：慮瘍内科、呼吸馨内臥血液内科など  

化肇療法件数（サイクル数）：引且件（Z00封印月）  

外来化曹欄闇センター（18床）：1．哩5件（ZOO5年度：Z005年5月開放）  
3 放射線治療：放射は治療節  

会照射件数之1．4日件：体外照射礼3妃件（918人）、密封縛欄105件、他  

4緩和E■：絶和ケア■捜（ヱ1床）、捜和ケアチーム  

繊細ケア病棟（入続さ暑欄1迫人・退院古書数1乃人）、緩和ケアチーム取扱墨書欄110人  

斬暮煉鳥書n   ■積t【l   ■●■  
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患者サービス・相談支援部門整備経過概要  
1986年9月 がんセンター間院（ZOO床）、看護相談開始  
1gg9年6月 がん予防相鉄（遺伝相談）外来開始  
2000年7月 禁煙サポート‘緑の外来’開始  

‖月 新病棟（東館：208床）開棟、緯和ケア病棟（24床〉開設  
ほ月 栃木県立がんセンターホームページ完成  

2001年4月 病診連携圭開設（保健師3名：医事課）  
2002年4月 新館新築本館改修、全10病棟、357床体制スタート  

9月 がんセンターだより第一号発刊（2回／年発行）  
12月「地域がん診療拠点病院」指定  

患者図書室「こやま文庫」開設（  

2003年4月 建物内全面禁煙実施  
11月 ホームページ全面改編  

2004年2月 病院機能評価（Ver．4）認定  
10月 栃木県立がんセンターの目指すべき医療（政策医療）の制定  
11月 市民公開講座第1回開催  

2005年4月 繰和ケアチーム立ち上げ  
セカンドオピニオン外来開設（保険外有料、1年間129件相談）  

5月 外来化学療法センター（18床）開棟、9病棟、3Z4床に再編  
11月 市貞公開講座第2回開催  

2006年5月 敷地内全面禁煙実施  
9月  がんセンター開院20周年  

2007年3月 がん情報センター・相談支援センター開設予定  

栃木県立がんセンター医療相談件数  

区分  1〕年度 14年度 15年度 16年鹿 17年鹿   

入院患者  1，l＝1   l，00了  63＝  43＝  8∋6  

面接                     外来患者  396  ＝0＝  516  コ31  5S10  

その他   1．1＝7  l，415  1，＝5ヨ  l，l（詭  1，038   

電話  当病院患者  l．157  6＝9  4コ  4＝1  1柑   

相談  その他   ＝74  ＝94  396  3ユ0  ユ53   

メール相談  10  ＝0  3（；  11S1  78   

病診連携朋順  99  678  761  590   

合計  4，085  3，666  3，934   3，450   3，50ユ   

医療相談内容：  

①疾病、治療に蘭すること、②在宅療養に朋すること、  
③各檀制度紹介（古楓医療兼助成制度及び貸付制度、介揉保験制度、訪問■欄廟度、在宅赦  

兼療法、生活保護制度、母子辛戚医ホ責助成制度、機♯の貸出、レンタルなど）  

⑧経済的間臥⑤ま虚聞臥⑥患者会、⑦初回入院者との面軋⑧その他（他快からの転院希  
望、施設紹介、検診、医療関係者とのコミュニケーションのとり方、病院への関わり方、など）  

栃木県立がんセンターがん情報センターー相談支  

援センターの設置  

がん患者・家族および医療関係者に対する相談支援事業  

および情報提供・情報発信事業を行う  

－一現有各種機能の統合と発展  

栃木県立がんセンターの役割と課題  

1がん診療連携拠点病院（都道府県／地域）  

2．県立病院  

1  

・県民の求めるがん医療の実施  
・政策医療の実施  
二県のがん診療中核医療機関としての責務  

①専門医療機関（検診、診断から治療、緩和医療まで）：役割分担の明確化  
②情報発信：正確ながん情報の発信、患者の求める地域独自の情報の発信  
③相談支援：セカンドオピニオン外来、医療相談、患者会等の支嬢活動  
④医療連携（病病連携、病診連携）の構築：検査から緩和医療まで  
⑤教育研修：（がん診療従事者：医師、コメディカルの養成）  

課題   
①国立がんセンターからの専門的診療支援・－－診療レベルの向上   

②人材確保：医師不足、看護師等の不足の現状－－一安心医療の提供   
③公立病院としての病院スタッフ定員枠の限界、迅速な対応への限界   

・相談支援（医療連携）機能  
1．よろず相談、看護相談  

2．医療相談、緩和ケア相談   
セコンドオピニオン外来、禁煙外来  

3．医療連携、在宅療養支援など  

・情報発信機能  
1．ホームページ、文書配布  
2．市民公開講座、出弓長講涙金（含禁煙教育）  

3．がん登録など  

・教育研修機能（事務局）  

1．教育研修計画立案  
2．教育研修の実施支援など  

がん鯵☆連携拠点病院に求められる相法支  
援センターの1務   

・一般的な霞蹟††‡lの撞供  

・地域のE慮膿憾や墓療従事者に間ナる  
情事lの収1、紹介  

・セコンドオピニオン医師の紹介  
・愚者の療t上の綿は  
・最古、地域の医療≠朋．かかりつけ医   

事への量撫地霊  
・連携事例に蘭ナる†lHlの収集．紹介  

・アスベストに関ナる医療相扱  
・その他、相駄文牲  
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★投与時に注意が必要な坑がん剤   
タキソール→ランタ、アドリアシン→タキリールの投与順序   
逆の投与順序の場合骨髄抑制が増強   

ジェムザール：30分力＼けて投与。（60分以上だと副作用増強）   
アイリボリン＋5－FU：アイリボリンを2時間かけて投与。  

★配合変化   

タカルパジン 他剤との混合により結晶析出など外観変化を生じることが多い。  

特にアルカリ性の注射液との配合で主薬が析出する。  

★休業期間が必要な抗がん剤  
タカルパジン 悪性黒色腫ニ5［〕聞達日投与、以後4週間休薬  

ホジキン病：1回投与後13日間休薬  
ティーエスワン 28日連日投与、その後14日間休薬あるいは7日間休薬  
ジェムザール  週1回投与を3週連続し、4週日は休薬  
アクプラ  少なくとも4週間休薬  

★睦床検査雀の確認が必要な坑がん剤  
リッキサン  1週間間隔で投与、最大投与回数は8回  
ゼロ一夕  21日間連日経口投与し、その後7日間休薬 1  
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 がん専門薬剤師の養成について  

医療技術の高度化・専門分化の進展に伴  
い、各分野において高度な専門的知識を  
有する薬剤師の医療への関与の期待が増  
大している。  

「がん薬物療法」等  

の専門分野の知  

識・技能を持つ薬  

剤師の養成が必要   

特に、がん治療においては化学療法が手  
術、放射線療法と並んで大きなウェイト  
を占めている。  

「がん薬物療法」等の安全性と有効性を  
担保する、専門知識技能を有する薬剤師  
の医療への関与の期待が増大  
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抗がん剖の安全併任用体制の確立  

● プロトコールに合致しているか？診療科  

施用医師が登録されているか。  
● 投与薬剤、投与量の計算はあっているか？．投与方法   

（投与間隔・投与経路・投与速度は適正か？禁忌の  
投与方法ではないか？注入速度に注意すべき薬剤は   
ないか？）  

● 配合変化はないか？  

● 併用薬剤で薬物間相互作用のある薬剤（特に禁忌）   
はないか＼？  

● 副作用対策（吐き気やアレルギーに対しての対策は   
なされているか？）  

がん専門薬剤師  

血管外漏出の対応（重篤な皮膚障害を起こす薬剤の  
投与があるか？）．  

患者背景の把握（前治療がなされているか？総投与  
量に制限のある薬剤はその上限を超えていない  
か？）  

患者教育（化学療法に対する説明がなされ、理解さ  
れているか？）  

投与は適格か？（血液検査値、身体所見などで投与  
禁忌項目はないか？）  

上二L  
薬剤師による無菌混合調製の実施5  
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「がん薬物療法に精通した薬剤師」とは  

（日本病院薬剤師会案）  

がん専門  
薬剤師  

厚
生
労
働
省
 
 

3ケ月の実務研修と  
所定の講習の履修  
及び50症例の薬剤  
管理指導実績  

病棟業務（薬剤管理  
指導）、抗がん薬注  

射剤混合調製、  
薬物血中濃度モニタ  
リンク、緩和ケア等  
に精通した薬剤師   

がん薬物療法認定薬剤師  

薬剤師  
P
N
∽
 
 



（社）日本病理学会の癌医療への取り組み  

（社）日本病理学会について  

会員数約4000名の社団法人（社）日本病理学会（HPWebsite）では、約1900名の病理専  

門医を擁し、がんの診療の最も重要な「病理診断」を担っている。平成元年に、厚生労働  

省の医事課長通達“病理診断は医行為”が出されて以来、医師の行う診療行為として位置  

づけられている。 平成15年2月24日より、厚生労働省の認定により、病理専門医の社会  

一般での広告が可能となっている。（詳細は学会HP参照）   

がんの病理診断の現状  

病理診断とは、患者の体内から採取された組織の診断、細胞診断、並びに病理解剖がある。  

病理専門医は、組織診断、細胞診断いずれも、薄い切片（または細胞）に染色を施し、顕  

微鏡を見て診断する。病変が悪性か、良性かなどを決定する極めて重要なステップである。  

また、手術中に、病変の良・悪性、転移の有無、切除した臓器の断端の腫瘍の有無などを  

判定することも重要で、“迅速診断”といわれている。このような病理診断の扱う組織、細  

胞診断の多くは、”がん“の決定である。このような最終決定の責務を担う病理医の育成と  

認定を病理学会が行っている。すなわち、臨床研修2年間の後病理専門医研修を4年間課  

し、詳細な研修プログラムを学会で作成した（HP参照）。病理専門医の認定のための試験  

は2 日間にわたって実習を含めた試験を施行している。合格者は、最近10年間では、年  

平均66名となっている。日常の病理診断は、胃生検、大腸生検などが多く、最近では前立  

腺生検なども急速に増加してきている。そのほか、肺、乳腺、甲状腺、リンパ節などの生  

検が主であり、その多くは悪性腫瘍か否かの判定が要求される。このように、日常の病理  

診断では、癌の診断が多くを占め、病理専門医の癌診療への貢献は極めて多いものといえ  

る。また、最近では、診断治療に分子病理学的な情報も極めて重要となってきており遺伝  

子解析の技術の需要も急速に高まってきている。例として、癌関連ウイルスの同定（HPV、  

EBV、HCVなど）、分子標的治療に向けた標的分子・遺伝子の解析などは、すでに日常の  

病理診断に組み込まれており、一部は保険収載されてきている。   

癌の病理診断に対する日本病理学会の取り組み  

1．各種がん取り扱い規約の作成の際に、病理学会から委員を出すべく、学会内の医療業  

務委員会の下部組織に「がん取り扱い規約委員会」を設置している。  

2．日本病理学会支部活動と並行して、コンサルテーションシステムが構築されており、  

会員は難解な症例に遭遇した際に、病理学会内でのその分野のオーソリティーの意見を  

聞くことが出来る。病理学会コンサルテーション委員会には、がん拠点病院の設置に  

伴うコンサルテーションとも連携が可能なようにされている。  

このように診療において重要な役割を担う病理診断医も、全国的に見て充足されておらず、  

癌診療の充分な精度を保つためには、病理医の急速の増加が望まれており、日本病理学会  

として最重要課題のひとつと位置づけて、作業を進めている。   

がん診療と病理診断：今後の課題  

癌の診療も含めて、医療体制における病理診断には、以下のような課題が存在する。  

病理科を診療の標梼科に位置づける。これは、永年にわたり日本病理学会が取り組んでき  

た課題であり、病理診断を患者に見えるように病院の診療体系に位置づける、患者が自身  

の診断のセカンドオピニオンを得やすくするなど、わが国の医療水準の更なる向上に重要  

な課題と考えられる。  

また、ごく最近になって、病理画像のファイリンクヾ・伝送にバーチャルスコープが盛んに活用さ  

れてきている。コンサルテーションにも、このバーチャルスコープシステムの活用が期待  

されている。  
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手術で摘出された臓器・組織の診断  

摘出された臓器・組織は、病理医が肉眼で病変の部位、  

大きさ、性状、広がりを確認し、診断に必要な部分を必要な  

数だけ切りとります。国家資格をもつ臨床検査技師がこの  

臓器・組織の顕微鏡標本をつくります。   

病理医が標本を顕微鏡で観察し、どのような病変がどれ  

くらい進行しているか、手術でとりきれたのか、追加治療が  

必要かどうか、がんの場合には、タチの悪さや転移の有無  

など、治療方針決定に役立つ情報を臨床医に提供します。  

細胞診断  

ぽうこうたん  肺がんや膜胱がんでは、疲や尿の中に、がん細胞が混じる  
ことがあります。療や尿を顕微鏡で調べて、がん細胞がいるか  

どうかを判断するのが細胞診断（いわゆる「細胞診」）です。  

けいぶ 子宮がん検診では、子宮頚部から細胞を擦りとって調べます。  
のどや乳房などにしこりがあると、細い針をそこに刺して吸引  

し、とれた細胞の中にがん細胞がいるかどうかを調べる場合も  

あります。  

「病理診断」と捗？  

患者さんが病院に来院されると、適切な治療のために  

適切な診断が必要になります。「病理診断」は最終診断と  

して大きな役割を果たします。   

患者さんの体より採取された、病変の組織や細胞から  

路微鋲用のガラス標本がつくられます。この標本を顕微鏡  

で観察して診断するのが病理診断です。そして、この病理  

診断を専門とする医師が病理医です。   

病理診断には以下のようなものがあります。  

● 細胞診断  

● 生検組織診断  

● 手術で摘出された臓器・組織の診断  

● 手術中の迅速診断  

● 病理解剖   

病理診断は主治医に報告され、治療に生かされます。   

病院に病理医がいることは、より良質の医療を提供する  

ことにつながります。  

生検組織診断   

治療方針を決める為、胃・大腸・肺の内視鏡検査を行った際  

病変の一部をつまみ採ったり、皮膚などにできものができた時  

にその一部をメスなどで切りとったりして、病変の一部の組織  

せいけん を標本にします。この検査を、「生検」といい、その診断を生検  
組織診断と呼びます。   

イラストは生検された乳房のしこりの病理診断がどのように  

生かされるかを例示しています。  

手術中の迅速診断  

胃や大腸など内視鏡で到達できる部位や、皮膚や乳房  

など針を刺したり、切開を加えたりすることで、病変に到達  

できる部位では、手術前に生検を行って病理診断します。  

しかし、病変が体の深い部分にある為生検が難しい場合、  

じゆつちゆうじんそくしんだん  
手術前には病理診断ができず、「術中迅速診断」を行い  

ます。術中迅速診断では、手術中に採取された病変組織  

から10分程度で病理診断が行われます。診断結果は執刀  

医に連絡され、手術方針が決定されます。   

病変がとりきれたかどうかの確認のため、手術によって  

とりだされた臓器・組織の断端を調べたり、がんの転移が  

疑われる部分を調べて、手術で切除する範囲などを決める  

場合などにも、術中迅速診断は役立ちます。  

ぽうけん   

病理医の診断は「乳腺症」  

で、「がん」ではありません  

手術は必要ありません。  

少し、様子をみましょう。  
私は「乳がん」です  

か？手術しないと  

いけませんか？  

“” 
病理診断は、医師免許が必要な医行為です。  

…〒云＿   

記および「口腔病理専門医」の認定を毎年行っています。妻  
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事務所：東京都港区浜松町2－4－1  

世界貿易センタービル31階   

ITサーバーセンターでの全会員データペース化  

生涯学習システムを構築  

教育センター：三重県鈴鹿市岸岡町1001番地  

宿泊施設103室125名を収容可能  

超音波実習室、R［実習室、CR室、X線TV室、CT室、リニアック等にて研修を実施  

WHO指定国際放射線技師研修センター  

IAEA卜し「ニングコース  

姉社団法人日本放射線技師会  ⊥ど2号憲法  

レントゲン週間  
を通じて、がん検診受診を呼びかけ！   

1 亡iく‥‥Ml・■川‥  Q二鏑a．もnノミ／レフ  
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日本科学未来館でがん検診の  
重要性をアピール   

日本経済新聞1811，12での広報  

放射線治療専門技師の実測研修  乳癌ファントムを用いた乳癌自己  
触診のすすめ  
カウンセリングカを身につけた  
放射揺管理士が対応  

マンモグラフィの実梗で検診を体拝   
受診の不安を取り除く  

社団法人日本放射線技師会  ぴ2号プ富違  
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技師会が行うスキルアップ事業   

他団体との共同認定  
廠1三チ細惑正三ユニ轡】∴二極畠宥、こ二師  

各種専門技師の認定事業  

放射線治療専門技師  
日本放射組鴻学会  
日本放射線技術学会  

放射線治療品隻管理士  
日本放射線技術学会  
日本医学放射線学会  
日本放射線匪扁学会  
日本医学物撃学会  

核医学専門技師  
日本放射線技術学会  
日本核医学技術学会  
日本核医学会  

MR専門技術者  
日本放射線技術学会  
日本医学放射線学会  
日本磁気共鳴医学会  
放射線科専門医会■医会  
日本臨床衛生検査技師会  
日本医用画像システム工業会  

技師会独自の認定  
号と■よこここ i ∴ナニ・二㌧せナーーーーーーーーーーーーー・ ご丁十王二＝1Ji．⊥r「F  

各種臨床技術駆力検定認定事業  

放射線治療  
照射鼓定検定  
計画技能換定  
線量測定技能検定  

核医学  
放射性医薬品取扱い技能検定  
一般核医学検査技能検定  
特殊核医学検査技能検定  

検査技能検定  
×線CT検査技能検定  
MR】検査技能検定  
超音波検査技能検定  
一般撮影技能検定  
乳房検査技古宣検定  
上郡・下部消化管技能検定  
心・血管綿影技諺検定  

画像読影技能検定  
胸部、腹部、昏画像、乳房  
中枢神経  

埼履団法人日本放射線技師会  ぴ2号プぎ芸  

日本放射線技師会としての  

がん診療に対する支援・協力のお願い  
＿＿．一肌r－－1」γ‾‾「k吾J（け叫b度」「Y「モ√ヽ仁▲Jノー、－Lr－1r爪‾ 」 r甘、t′≡蒙ニ～＿～－  

がんの診断、治療に関する専門教育の徹底並び  
に人材育成への支援  

検診精度向上への対策  

高度化する放射線治療の現状把握と安全で安心  

できる治療を行うための人材配置の検討  

ツーマンルールを推奨  

がんの診断や治療に特化した専門技師の活用並  
びに支援  

研修を受ける機会の提供  

怒社団法人日本放射線技師会  ムプ2号プ富遠  
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